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第１章 見直しの趣旨及び位置付け 

１、水道事業ビジョン・経営戦略見直しの趣旨 

会津若松地方広域市町村圏整備組合（以下、「本組合」とする。）においては、水道

用水供給事業の将来像を示すため、平成29年４月に水道事業ビジョン、令和３年３月に水

道用水供給事業経営戦略を策定し、安全で良質な水道用水を将来にわたって安定的に供給

できるよう努めてきました。 

しかしながら、人口減少に起因する水需要の縮小に伴う収益の減少が見込まれている

なか、全国的に問題となっている老朽化した施設の更新費用、近年の物価高騰による営業

費用の増加と、本組合の水道用水供給事業を取り巻く環境は大きく変化してきています。 

このような厳しい経営環境を踏まえた新たな将来像を設定するため、水道事業ビジョン

の見直しが必要であり、経営戦略についても総務省通知において令和７年度までの改定が

要請されています。 

そこで、本組合の水道用水供給事業を安定的、継続的に経営するためには、この両計画

を連動させていくことが重要であるため、水道事業ビジョンと経営戦略を統合した「水道

事業ビジョン・経営戦略」（以下、「本ビジョン」とする。）として見直しいたします。 

本ビジョンは、新たな水道用水供給事業の将来像を定め、それを達成するための具体的

な施策を示すことを目的としています。 

 

２、位置付け 

本ビジョンは、平成25年３月に厚生労働省が策定した新水道ビジョンの「地域とと

もに、信頼を未来につなぐ日本の水道」の基本理念を踏まえ、独自の基本目標を定め、

現状を踏まえた評価と課題を整理し、将来あるべき理想像の具現化に向けた方策、ま

た、その方策を実現するための投資及び財源の見通しを示す基本計画として位置付け

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、計画期間 

本ビジョンの計画期間は、令和８年度から令和17年度の10年間とします。 

 

水道事業ビジョン 

（平成29年４月策定） 

事業の将来像・施策の方向性・重点的な取組 

水道事業ビジョン・経営戦略 

令和８年２月 

経営戦略 

（令和３年３月策定） 

経営の基本計画 

計画期間 10年間（令和８年度～令和17年度） 
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第２章 水道用水供給事業の沿革及び施設概要と課題 

１、水道用水供給事業の沿革 

（１）設立経緯（旧水企業団の設立～整備組合への統合） 

昭和 40 年代において、会津若松市をはじめ周辺自治体（会津坂下町・会津高田町・会

津本郷町・北会津村・新鶴村）の水需要は、急速な都市化の進展と生活様式の向上によ

り増加の傾向にありました。 

このような中、国土交通省（旧建設省）において、一級河川・阿賀野川水系阿賀川の

大川地区に治水・灌漑・発電用水等を利水とする多目的ダム「通称 大川ダム」の建設

基本計画が示されました。基本計画に都市用水（工業・上水）の利水計画も含まれてい

ることを受け、ダム建設工事に参画し新規水源を確保することにしました。 

大川ダムを水源とする水道施設整備の実施にあたっては、市町村毎の単独事業として

行うには行財政的な負担が大きく困難であるため、１市３町２村（会津若松市・会津坂

下町・会津高田町・会津本郷町・北会津村・新鶴村）を構成団体として、昭和 49 年 11

月に「会津若松地方水道用水供給企業団」が設立されました。その後、市町村合併によ

り、現在は１市２町（会津若松市・会津坂下町・会津美里町）が構成団体となっていま

す。 

※ 会津若松地方水道用水供給企業団＝当用水供給事業の前身である一部事務組合 

（２）沿革 

昭和47年８月 大川ダム基本計画策定により都市用水を要望 

昭和48年９月１日 建設省へ大川ダム使用権設定申請書提出 

昭和48年10月21日 大川ダム水道用水協議会を設立 

昭和49年11月18日 構成団体１市３町２村による水道用水供給企業団設立許可を得る 

昭和50年３月31日 水道用水供給事業経営認可を得る 

昭和58年８月23日 送水管布設工事に着手 

昭和60年11月13日 浄水場新設工事に着手 

昭和63年４月１日 ダム使用権の許可を得る 

昭和63年11月14日 阿賀野川水系阿賀川水利使用の許可を得る 

平成２年４月１日 構成団体に通水、以降順次供給を開始 

平成16年11月１日 北会津村が会津若松市へ編入合併 

平成17年10月１日 会津高田町、会津本郷町、新鶴村の合併により会津美里町が誕生 

平成21年４月１日 会津若松地方広域市町村圏整備組合と統合する。 

 

（３）水道諸元（計画取水量・計画給水量・構成団体の負担） 

  計画取水量 計画給水量 負担率 

会津若松市 11,700 ㎥／日 10,900 ㎥／日 42.6 ％ 

会津坂下町 10,000 ㎥／日  9,300 ㎥／日 36.4 ％ 

会津美里町 5,800 ㎥／日 5,400 ㎥／日 21.0 ％ 

合計 27,500 ㎥／日 25,600 ㎥／日 100.0 ％ 
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２、水道用水供給事業の現況 

（１）給水（令和６年度末） 

供用開始年月日 平成２年４月１日 計画給水人口 162,300 人     

法適（全部・財務） 

・非適の区分 

法適（全部） 現在給水人口 136,341 人 

有収水量密度 229 ㎥/ha 

 

（２）料金 

本組合の用水料金は、基本料金と従量料金の二部料金制で、基本料金は責任水量、水

量料金は計画水量に応じて料金を算定しています。これまでに長期財政計画の見直しと

あわせて、必要に応じた用水料金の見直しを行い、現在の用水料金となっています。 

区 分 金額 

基本料金（月額） 

（45円／㎥×責任水量） 

会津若松市 14,932 千円／月 

会津坂下町 12,740 千円／月 

会津美里町 7,397 千円／月 

水量料金 １立方メートルにつき 10 円／㎥  

超過水量1立方メートルにつき 55 円／㎥  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施設（令和６年度末） 

水源 ダム 

施設数 浄水場設置数 １ 管路延長 41 千ｍ 

配水池設置数 ０ 

施設能力 25,600 ㎥/日 施設利用率 57.0 ％ 
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58円/㎥ 57円/㎥ 56円/㎥
63円/㎥ 65円/㎥
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用水料金の推移

基本料金 水量料金
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（４）組織 

【事務局】 

 

 

 

 

① 主な業務内容  ：施設の維持管理に関すること、工事の設計・施工及び監督に関

すること、各種許可の申請に関すること、水質の検査及び保全

に関すること、財産の管理及び処分に関すること、各台帳の整

備保管に関すること 

② 用水供給係職員数：３名 

 

３、水道用水供給施設の概要 

（１）馬越浄水場の役割 

原水の中に含まれている不純物を取り除き、水道法で定められている水質基準に適合

する水にするために、「水質に応じた浄水設備を備えているところ」が浄水場です。 

大きな役割としては、次の３項目があります。 

・PH値の調整（5.8以上 8.6以下） 

・濁度の除去（２度以下） 

・滅菌処理（大腸菌群は検出されないこと） 

本組合では、福島県大沼郡会津美里町に馬越浄水場を建設し、水道用水を供給してい

ます。 

（２）浄水処理の流れ 

阿賀川から取水ポンプで着水井に汲み上げた原水を分析し、PH の値が低い場合にはア 

ルカリ剤（苛性ソーダ）を注入し調整します。 

次に不純物を除去するために凝集剤（ポリ塩化アルミニウム）を注入し、沈澱しやす

いフロック（薬品と不純物の塊）が形成されるように薬品混和池で急速攪拌、フロック

形成池では緩速攪拌することでフロックを作り、薬品沈でん池の傾斜板装置によってフ

ロックを沈澱除去します。 

うわ水は急速ろ過池へ流入し、ろ材（砂・砂利約 70ｃｍ）を通過することによって不 

純物が除去されます。この水に消毒用（滅菌）の薬品、次亜塩素酸ソーダを注入したも

のが水道用水です。 

この水道用水は浄水池から送水ポンプで調整池に送られ、送水管をとおり構成団体の

受水池に供給しています。 

 

 

 

 

 管理者 
 

副管理者  

 

総務課 

環境センター 

財務課 

事務局長 次 長 

用水供給係 
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４、水質管理の状況 

（１）水源水質の保全及び安全性の確保 

馬越浄水場の「原水」は、阿賀野川水系阿賀川に国土交通省が直轄する多目的ダム

（通称：大川ダム）の「放流水」を水源としています。 

馬越浄水場では、水源パトロールや上流域での水質調査、水質自動監視装置により水

質の状況を絶えず監視するとともに、水源から各構成団体の受水池に至る主要地点での

水質検査を実施しています。 

また、大川ダム管理支所より、随時、貯水量・放流量及び水質情報を収集し、適切な

浄水処理により水道用水の安全性を確保しています。 

さらに、水源水質悪化の未然防止や水質事故の撲滅への取組みについては、国・県を

始め、同河川流域市町村及び利水団体で構成する「阿賀野川水系水質汚濁対策連絡協議

会」に参加し、関係機関との緊急時の連絡体制を確立しています。 

（２）水質基準の適合状況 

馬越浄水場から供給している水道用水は、これまで水道法令に基づく水質検査項目に

おいて、水質基準値を超過した項目はなく、すべてに適合しています。 

また、環境省では水質管理上留意すべき物質として「水質管理目標設定 27 項目」を示

しており、これらについても定期的に検査し良好な水質状態を確認しています。 

その他、水源の特性や水道施設への影響を与える項目や、飲用により人体に影響があ

るとされる原虫類（クリプトストリジウム）等の検査項目を追加し、これらを合計する

と約 110の項目を経常的に監視・検査し安全に努めています。 

更に、平成 23年３月に発生した東日本大震災による福島原子力発電所の事故による放

射性物質の検査結果は、平成 23年４月以降、検出限界値未満となっています。 

（３）カビ臭の発生について 

近年、馬越浄水場の水道用水を受水する構成団体の給水区域において、水道水にカビ  

臭が発生しています。 

カビ臭の原因物質である２‐メチルイソボルネオールは、水道法による水質基準にお

いて、１リットルあたり 10 ナノグラムを超過しないことと定められていますが、基準値

以下であっても異臭味を感じることがあるため、カビ臭発生の可能性が高い期間に水質

検査を実施し、検査結果に基づき活性炭を注入することで、原因物質の処理を行ってい

ます。 
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５、水道施設の維持管理・整備の状況 

本組合の水道用水供給事業が有する施設は、平成２年度の供用開始から令和７年度で 35

年が経過しています。施設は同一時期に整備されたことから、一斉に更新時期を迎えるこ

とが想定されるため、令和３年度に設備台帳・アセットマネジメント策定業務委託におい

てアセットマネジメントを実施し、施設全体の保有資産を適切に把握することにより、

中・長期的な視点を踏まえた「更新需要の算出」、重要度・優先度を踏まえた「更新投資の

平準化・効率化」について検討しました。 

本組合はこの検討結果を基に、老朽化資産の割合が高い「電気・機械・計装」の更新に

取り組み、耐用年数の長い「建築・構築物・管路」については、耐震化工事や塗装補修を

行うことで長寿命化を図るなど、機能保全に重点を置き施設の整備を行っているところで

す。 

 

６、主な経営健全化の取組 

（１）馬越浄水場及び送水施設運転・維持管理業務委託 

平成２年度から令和７年度 

（２）会津若松地方水道用水供給企業団から会津若松地方広域市町村圏整備組合へ統合 

平成21年４月 

（３）公営企業経営健全化計画策定に伴う公的資金補償金免除繰上償還の実施 

平成19年度、平成20年度、平成24年度 

（４）会津若松地方広域市町村圏整備組合水道事業ビジョンの策定 

平成29年４月（計画期間：平成29年度～令和８年度） 

（５）水道施設台帳整備 

令和２年度から令和３年度に実施 

（６）アセットマネジメント 

令和２年度から令和３年度に実施 

（７）馬越浄水場及び送水施設運営業務委託の開始（第三者委託方式） 

令和８年度から 

 

７、経営比較分析表を活用した分析 

経営状況を分析すると、給水収益等で維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えて

いるかを表す指標である経常収支比率や、短期的な債務に対する支払能力を表す指標であ

る流動比率は100％を超えており、財務内容は健全性が確保されている状況です。 

一方、有形固定資産の減価償却率は全国平均を上回っており、施設の老朽化が進んでい

ます。このことから、施設の修繕にあたっては、施設の緊急性や重要性を勘案し計画的

に行い、施設の更新にあたっては、水需要を見極め適正な規模や時期に更新を進めてい

く必要があります。 

なお、経営分析の詳細については、７ページ経営分析比較表（令和５年度決算）に示

しています。 
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８  

第３章 将来の水道用水供給事業環境 

１、給水人口・水需要の予測 

構成団体では今後10年間の行政区域内人口、給水人口、受水量の予測（一日平均値＝㎥/

日）の推計を行っており、本組合ではその推計を基に将来の予測をしています。 

給水人口は、令和６年度実績値「136,341人」に対して、計画最終年度の令和17年度は

「119,116人」となり、令和６年度と比較して12.6％減少する見込みです。 

また、給水人口の減少や節水型機器の普及により水需要（㎥/日）についても、令和６年

度実績値「14,599㎥/日」に対して、計画最終年度の令和17年度は「12,641㎥/日」となり、

令和６年度と比較して13.4％の減少となる見込みです。 
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２、料金収入の見通し 

（１）用水料金の見直し 

本組合の水道用水供給事業は、施設台帳の整備による業務の効率化や職員数の削減、

施設についてはエネルギー効率の高い設備の導入やダウンサイジングにより電気使用量

の削減を行い、経営努力を積み重ねながら、料金負担の軽減に努めてきましたが、給水

量の減少に伴う料金収入の減少、今般の物価高騰による経営環境の悪化により、厳しい

経営状況となっています。 

このまま現在の用水料金により、経営を継続した場合には営業純損失が見込まれ、将

来にわたり安全で良質な水道用水の供給を行うためには料金の値上げが必要と令和６年

度から構成団体と料金改定について協議を進め、令和８年度から用水料金の引き上げを

します。 

なお、用水料金の引き上げは、平成８年度以降実施しておらず、30年ぶりとなります。 

構成団体の水道料金への影響も考慮して段階的な用水料金の引き上げとなりますが、

令和８年度に水量料金を２円引き上げ12円に、令和９年度には水量料金をさらに３円引

き上げ15円に、令和10年度からは基本料金51円、水量料金15円とします。 

今後も公営企業としての経営の健全化と財政の安定化が担保されるよう、将来を見据えた財

政収支を念頭におきながら、運営に必要な事業と経費を精査し、その財源となる適正な用水料

金を設定していきます。 

 

改定年月 区 分 金 額 

令和８年４月 基本料金（月額） 

（45円／㎥×責任水量） 

会津若松市 14,932千円／月 

会津坂下町 12,740千円／月 

会津美里町 7,397千円／月 

水量料金 12円／㎥ 

超過料金（基本料金45円/㎥＋水量料金12円/㎥） 57円／㎥ 

令和９年４月 基本料金（月額） 

（45円／㎥×責任水量） 

会津若松市 14,932千円／月 

会津坂下町 12,740千円／月 

会津美里町 7,397千円／月 

水量料金 15円／㎥ 

超過料金（基本料金45円/㎥＋水量料金15円/㎥） 60円／㎥ 

令和10年４月 基本料金（月額） 

（51円／㎥×責任水量） 

会津若松市 16,923千円／月 

会津坂下町 14,439千円／月 

会津美里町 8,384千円／月 

水量料金 15円／㎥ 

超過料金（基本料金51円/㎥＋水量料金15円/㎥） 66円／㎥ 
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（２）給水収益の見通し 

水需要予測を基に将来の給水収益の予測を行いました。 

給水収益の実績は受水量と同様に減少傾向にあり、平成27年度に約６億１千３百万円で

あった給水収益は、令和６年度には約４億７千４百万円まで減少しています。 

令和８年度から段階的な用水料金の引き上げを行うことで給水収益が増加し、計画最

終年度の令和17年度は５億４千６百万円を見込んでいます。
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３、施設の見通し 

（１）アセットマネジメント（資産管理）の実施 

将来必要となる更新需要を踏まえた収支計画を立てるため、アセットマネジメントを実

施しました。 

実施にあたっては、国土交通省が提供する『「水道事業におけるアセットマネジメント

（資産管理）に関する手引き」、アセットマネジメント「簡易支援ツール」』を使用し、

保有する資産の健全度を算定しました。 

 （２）算定期間 

    令和３年度に設備台帳・アセットマネジメント策定業務委託において実施したアセッ

トマネジメントの設定期間と同じ40年間としています。 

（３）健全度 

更新を実施しない場合の健全度は次のとおりです。 

【構造物及び設備】 

健全度の判断基準として、健全資産（法定耐用年数以内の資産）、経年化資産（法

定耐用年数の1.0～1.5倍の資産）及び老朽化資産（法定耐用年数の1.5倍を超える資産）

の３区分を適用すると、2025年度（令和７年度）時点で、法定耐用年数を過ぎて使用し

ている資産が資産額ベースで46.8％存在し、更新を行わない場合、老朽化資産は40年

後の2065年度（令和47年度）には約30.6％増えて77.2％に達します。 

53.2
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22.8 22.8 

0.2
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74.3 74.3 74.3 77.2
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【管路】 

健全度の判断基準は、構造物及び設備と同様に、経過年数が法定耐用年数（40年）

以内のものを『健全管路』、法定耐用年数の1.0～1.5倍を『経年化管路』、1.5倍を超

えるものを『老朽化管路』と位置づけており、2025年度（令和７年度）時点で法定耐用

年数を過ぎて使用している管路が管路延長ベースで30.9％存在しています。更新を行わ

ない場合、25年後の2050年度（令和32年度）には全てが老朽化管路となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、将来の更新需要の見通し 

（１）算定期間 

令和３年度に設備台帳・アセットマネジメント策定業務委託において実施したア

セットマネジメントの設定期間と同じ40年間としています。 

 （２）更新需要額の見通し 

構造物及び設備、管路の更新需要総額は、約297億７千４百万円（年平均７億４千５

百万円）になると見込まれます。 

計画前半は、施設・設備の更新需要が多く、計画後半の2055年度（令和37年度）～

2059年度（令和41年度）に管路の更新が集中するため、将来的には更新需要に対する

財源の不足が予測されます。 

（３）施設更新の取り組み 

将来の状況を見据えて、構成団体と協議しながら給水人口・水需要に応じた施設・

管路の適切な規模へのダウンサイジングを検討し効率化を図ります。 
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また、老朽化資産の割合が高い「電気・機械・計装」の更新に重点的に取り組み、

老朽化資産の割合の低い「建築・構造物・管路」については、塗装補修による施設の

長寿命化に取り組む必要があります。 

区分ごとの更新需要額は、次のとおりです。 

【構造物及び設備】 

更新需要の計算に使用する更新基準年数については、簡易支援ツールマニュアルの

参考資料である「実使用年数に基づく更新基準の設定例」に基づき、法定耐用年数の

1.5倍を採用しています。 

物価の変動を反映させるために使用する物価指数については、国土交通省建設工事

費デフレータに基づき設定しています。 

更新需要額の計算の結果、2025年度（令和７年度）～2029年度（令和11年度）に

更新需要が集中しますが、その後分散され、40年間の更新需要総額は約135億３千万

円（年平均約３億３千９百万円）と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

区 分 
2025年～

2029年 

2030年～

2034年 

2035年～

2039年 

2040年～

2044年 

2045年～

2049年 

2050年～

2054年 

2055年～

2059年 

2060年～

2064年 

計 

2025年～ 

2064年 

建築 0  0  0  3,159  1,968,165  0  0  0  1,971,324  

土木 0  0  0  0  0  654,116  0  0  654,116  

電気 470,845  0  112,088  0  469,158  495,279  390,218  112,088  2,049,676  

機械 1,297,050  0  115,830  30,119  520,329  858,505  54,088  115,470  2,991,391  

計装 2,419,328  29,248  23,333  677,649  15,467  249,497  2,437,837  10,740  5,863,099  

計 4,187,223  29,248  251,251  710,927  2,973,119  2,257,397  2,882,143  238,298 13,529,606 

年平均 837,445  5,850  50,251  142,186  594,624  451,480 576,429  47,660  338,241  
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【管路】 

更新基準年数については、厚生労働省が実施した水道事業におけるアセットマネジ

メントの取組状況調査の調査結果に基づき、管種ごとに設定しています。 

物価指数については、国土交通省水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手

引きに基づき設定しています。 

計算の結果、40年間の更新需要総額は約162億４千４百万円（年平均 約４億７百万円）

と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

 

区 分 
2025年～

2029年 

2030年～

2034年 

2035年～

2039年 

2040年～

2044年 

2045年～

2049年 

2050年～

2054年 

2055年～

2059年 

2060年～

2064年 

計 

2025年～ 

2064年 

送水管φ100～150 0  0  0  0  535,952  6,396  10,332  0  552,680  

送水管φ200～250 0  0  0  93,473  305,317  37,769  0  1,477  438,036  

送水管φ300～350 0  0  0  0  279  0  112,437  906,750  1,019,466  

送水管φ400～450 0  0  0  0  0  977,856  314,688  51,040  1,343,584  

送水管φ500以上 0  0  0  0  0  141,600  12,549,536  198,240  12,889,376  

計 0  0  0  93,473  841,548  1,163,621  12,986,993  1,157,507  16,243,142  

年平均 0 0 0 18,695 168,310 232,725 2,597,399 231,502 406,079 
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第４章 水道事業ビジョン 

１、事業展開の考え方（目指すべき方向性） 

地域住民の生命や健康に直接関わる水道用水供給事業は、地方公営企業法に定める「経

営の基本原則」による運営を前提として、これまでの社会経済情勢の変化を経営環境に的

確に対応させ、必要な量を構成団体へ持続的に安定供給できるよう柔軟かつ効果的に施策

を進めていく必要があります。 

本章の将来像の設定、基本目標については、平成29年４月に策定した水道事業ビジョン

を引き継ぎ、実現方策、個別の施策について見直しを行っています。 

 

２、将来像の設定（基本目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

安全で良質な水の安定供給 

（構成団体の水道利用者に満足される水道） 

利用者ニーズに対応した、構成団体水道利用者に満足され、 

信頼される水道を目指し、安全で良質な水道用水を安定供給していきます。 

目標１  安全で良質な水道用水の確保・・・・・・・「安全」 

水源の保全・監視・水質検査の強化を図り、水質変化に対応した水処理によ

り、これからも安全で良質な水道用水の供給を目指していきます。 

目標２  災害に強く、安定した水道用水の供給・・・「強靭」 

施設の計画的且つ効率的な修繕・更新を進める一方、災害に強い水道システム

の構築や緊急対応時の危機管理体制を確立し、安定供給の堅持を目指します。 

目標３  健全経営のもと自立した水道用水・・・・・「持続」 

効率的且つ効果的な取組みにより健全経営を堅持し、時代の変化に柔軟に対応

できる活力ある人材・組織づくりや環境に配慮した事業運営を目指し、経営の一

層の効率化を図り、健全経営を堅持していきます。 

≪基本目標≫ 

≪将来像≫ 
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３、基本目標の実現方策 

本組合の水道用水供給事業の「将来像」に向けた基本目標を実現するため、現状の課題

や今後の経営環境を踏まえ、社会経済情勢の変化に対応しながら安全で良質な水道用水を

供給し、計画的な施設の修繕・更新、構成団体との連携などの実現方策を盛込んだ取組み

を進めて参ります。 

 

目標１  安全で良質な水道用水の確保 

＜実現方策＞ 

（１）水質監視や水質検査の体制を強化し、水質の安全性を一層高めていきます。 

（２）過去の蓄積した水質データを水処理にフィードバックし、安定した浄水処理に努めて

いきます。 

（３）阿賀野川水系水質汚濁対策連絡協議会（関係機関：国・県・流域市町村・利水団体）

と連携し、情報の共有、緊急時の連絡体制を継続して確立していきます。 

 

目標２  災害に強く、安定した水道用水の供給 

＜実現方策＞ 

（１）構成団体の水需要に的確に対応し、安定した給水を維持していくため、施設の計画的

且つ効率的な修繕と更新を進めていきます。 

（２）施設の修繕・更新などを行う際には、災害や事故発生時に被害を最小限にとどめる水道

システムの構築を進めていきます。 

 

目標３  健全経営のもと自立した水道用水 

＜実現方策＞ 

（１）事業運営コストの縮減や計画的な施設の修繕・更新に要する財源を確保し、財政基盤

の強化に努め、定期的に長期財政計画の見直しを行いながら経営の一層の効率化を図り、

健全経営を堅持していきます。 

（２）水道技術の継承・レベルアップを図るため、構成団体との技術連携を強化し、職員の

能力向上を図っていきます。 

（３）水需要に適した効率的な施設の稼働を図るために、引き続きエネルギー効率の高い設

備やダウンサイジングの導入を検討し、経費削減に努めていきます。 
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４、推進する施策 

本組合の水道用水供給事業を取巻く環境や水道利用者のニーズが大きく変化する中で、

安全で良質な水道用水の安定した供給を継続するため、ハードとソフトの両面から機能の

向上を目指した施設の修繕・更新を進め、水道用水の安全性を確保していきます。 

（１）安全で安定したシステム 

① 原水の水質変化に応じた適切な浄水処理により、水質管理の徹底を図ります。 

② 水道用水の安全性を確保するため、上流からの人為的な汚染物質の流達、大雨等に

よる濁度の増加に備え、関係する行政機関と連携し、水源の保全に取組みます。 

③ 施設の維持管理に万全を期すとともに、構成団体との連携を強化し、事故時や災害

時にも柔軟に対応できる体制を図ります。 

（２）将来へ引き継ぐための持続可能なシステム 

① 施設の修繕・更新時や事故・災害時にも構成団体へ確実に水道用水を届けるため、

安全で強靭な施設整備の促進を図ります。 

② 施設を有効に活用するため、計画的に長寿命化を図るとともに中長期的観点から修

繕・更新事業の平準化を図ります。 

③ 施設の更新に当たっては、低炭素社会の実現に向け、エネルギー効率の高い設備や

ダウンサイジングの導入を検討していきます。 

④ 水道用水供給事業担当者会議などを通じて、構成団体との技術連携による職員の能

力向上を図ります。 

⑤ 第三者委託方式での運営委託により民間の技術力を取り入れていきます。 

⑥ デジタル技術の進展は、施設の運営や維持管理、業務管理などの事業運営において

大きな変革をもたらすことが期待されているため、DX（アナログな仕事のデジタル化）

の導入を検討していきます。 

（３）構成団体：水道事業者とのパートナーシップ 

① 安全で良質な水道用水の安定供給に必要な水質管理、施設の維持管理、水需要に関

する情報共有や、経営・財務・用水料金等、水道事業経営のあり方についてより一層、

構成団体との意見交換を進めていきます。 
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５、重点的な取組事項 

本組合の水道用水供給事業の将来を見据えた理想像を「安全」、「強靭」、「持続」の

３つの観点から捉え、現状評価と課題、将来の事業環境を踏まえつつ、方策の実現に向け

た取組みを実施していきます。 

目標１ 安全で良質な水道用水の確保 

＜重点的な取組事項＞ 

安全で良質な水道用水をいつでも届けるために、水源パトロールや水質自動監視装置

による水源から構成団体の受水池に至るまでの水質管理・監視を継続するとともに、

水質に影響を及ぼす恐れのあるリスクに適切に対応する体制を徹底します。 
 

＜取組内容＞ 

（１）水質の検査 

水質検査計画を毎年作成し、常に水道水質基準を満たしていることを確認します。 

（２）水質の監視 

正確な水質測定を維持するため、水質自動監視装置を計画的に更新すると共に、水源

パトロールや水質自動監視装置を用いて、水源から構成団体の受水池に至るまでの水質

監視を継続して行います。 

なお、放射性物質のモニタリング検査については、「福島県飲料水の放射性物質モニ

タリング検査実施計画」に基づき継続して行います。 

（３）水質の管理 

四季を通して刻々と変化する原水の水質監視・検査結果を浄水処理にフィードバック

し、常に安全で良質な水質を維持していきます。 

また、約35年以上にわたり蓄積した水質データを運営事業者と共有し、安定した浄水

処理に努めます。 

（４）関係者との連携 

水源水質事故に備え、河川管理者「国」、河川流域の県「福島・新潟」及び関係自治

体並びに利水団体で組織する「阿賀野川水質汚濁対策連絡協議会」に参画し、情報収集

及び連絡体制の連携強化に努めます。 

また、水質事故や水系感染症の発生に備え、関係機関（国・県）と連携し情報交換を

図るとともに不測の事態が発生した場合には、迅速な対応を講じます。 

（５）カビ臭への対応 

カビ臭の原因物質である２‐メチルイソボルネオールは、水質基準に定められている

基準値以下であっても異臭味を感じることがあるため、カビ臭発生の可能性が高い期間

に水質検査を実施し、検査結果に基づき活性炭を注入することで、原因物質の処理を行

います。 

また、河川流量の変化に伴う水質の変化及び自然現象・人為活動に伴う突発的な水質 

の異常が生じた際は、状況に応じた水質検査を行います。 
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目標２ 災害に強く、安定した水道用水の供給 

＜重点的な取組事項＞ 

将来を見据えた計画的な施設の修繕・更新や長寿命化対策による水道システムの維持保

全を効率的に行います。また、事故や災害時の被害を最小化し、水道用水を安定して供

給できるよう、危機管理体制の強化を進めます。 
 

＜取組内容＞ 

（１）施設の効率的な維持・保全 

施設を適切に点検し、劣化の状況に応じて、故障が発生する前に計画的に修繕・更新

することにより、水道システムの維持保全を効率的に行います。 

（２）送水施設の維持管理 

各受水池の計装設備や送水管の事故を未然に防止するため、定期的な維持管理により

健全性を維持するとともに、漏水があった場合には、速やかに漏水箇所を特定する体制

を徹底します。 

また、配水量の急激な増加に備えて、構成団体の配水量を監視し、受水池の水位を安

定確保し、ロス無く効率的な送水管理を徹底します。 

（３）施設の共有意識 

構成団体の資産である施設を健全な状態で次世代へ引継ぐため、老朽化した施設の修

繕・更新を行い、更に長寿命化対策の実施に際しては、構成団体と協議を重ねながら計

画的に取組みます。 

（４）緊急連絡体制の整備・充実 

緊急時・平常時に関わらず、常に危機管理意識を持ち、構成団体との緊密な連絡体制

を構築し、情報共有に努めると共に、異常時の対処方法を確立し、可能な限り給水停

止・制限に至る要因を排除し安定供給を図ります。 

（５）応急給水対策の強化 

令和５年３月に整備した応急給水マニュアルに基づき、事故や災害が発生した場合に

備え応急給水拠点としての機能が果たせるよう、強靭な施設に整備するほか、構成団体

からの支援要請に応じた給水活動に積極的に取組できる体制の強化を図ります。 

日本水道協会との「災害時相互応援協定」や福島県建設業協会若松支部及び福島県電

設業協会会津支部との「緊急時応急業務の支援協定」更に、水道関連企業との連絡体制

を整備し、関係団体と連携し応急給水体制の強化を図ります。 

（６）災害時の資機材等の確保 

応急給水や復旧作業に必要な資機材等の備蓄と管理を適切に行い、緊急時に薬品類を

優先的に調達できる体制の構築に取り組みます。 

（７）施設のセキュリティの強化 

侵入者による施設への危害・水道用水の汚染を防ぐため、自動監視装置・巡回による

監視体制の強化を図ります。 
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目標３ 健全経営のもと自立した水道用水 

＜重点的な取組事項＞ 

施設の更新や維持管理に必要な財源を確保していくために、財政基盤の強化を図ると共

に経営の効率化を一層進めていきます。また、人材育成や民間企業への業務委託範囲の

見直し等の取組を進めていきます。 
 

＜取組内容＞ 

（１）財政基盤の強化と経営の効率化 

今後、施設の修繕・更新など費用の増加が見込まれることから、経営・財務状況の現

状を的確に把握し、アセットマネジメント手法を活用しながら、中長期的な視野に基づ

く計画的な経営に取り組み、徹底した効率化、経営の健全化に努め、事業運営に必要な

自己資金を確保するとともに企業債の借入を抑制し、負債の軽減に努めます。 

（２）長期財政計画の着実な実行 

長期財政計画は、持続可能な水道用水供給事業の運営を目指し、健全な経営ができる

よう、施設の修繕・更新事業等の「投資試算」と「財源試算」を構成要素とした計画と

し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取組みます。 

用水料金は、独立採算の原則により能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、

構成団体「水道事業」の経営環境を踏まえつつ、経営改善・合理化により抑制し、適

正・妥当な料金の設定に努めます。 

（３）業務委託範囲の見直し 

施設の運営事業者の更新時には、本組合が担うべき業務や責任の範囲を再検証し、経

営の効率化・技術力確保の観点から、外部委託する業務について検討していきます。 

（４）施設の効率的稼動 

構成団体の水需要に適した効率的な施設の稼動により、電力使用量の軽減に努めます。 

また、老朽化した施設・設備等の更新時には、エネルギー効率の高い設備やダウンサ

イジングの導入を検討し、環境負荷の低減を図りつつ、経費削減に努めます。 
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第５章 経営戦略 

１、投資・財政計画（収支計画） 

この財政シミュレーション（投資・財政計画）は、水道用水の安定した供給を目標に

老朽化対策・省エネルギー化を進めるため、以下のとおり財政収支を試算したものです。 

 

（１）収益的収支（様式第２号：法適用企業・収益的収支） 

① 営業収益 

営業収益は給水収益を計上しています。給水収益は第３章２、（２）給水収益の 

見通しのとおりです。 

② 営業外収益 

営業外収益は、主に預金利息、長期前受金戻入を計上しています。 

③ 営業費用 

営業費用は、令和８年度予算、見積（修繕費、委託料）、送水量（動力費、薬品   

費、汚泥処分費）を参考にして計上しています。減価償却費は、施設分は固定資産台 

帳を用いて、今後の取得分については取得金額に応じて計上しています。 

④ 営業外費用 

営業外費用は、建設改良費への投資の財源として企業債を用いることから、支払利 

息を計上しています。利率は、財政融資資金貸付金利 （令和７年12月１日以降適用）

を参照し２.０％と設定しています。 

（２）資本的収支（様式第２号：法適用企業・資本的収支） 

① 建設改良費は、今後10年間の更新計画を基に計上しています。 

② 財源は消費税及び地方消費税資本的収支調整額、内部留保資金、企業債を充当して 

 います。 

（３） 損益及び資金の状況 

① 損益収支の状況 

計画期間中に営業純損失が発生しますが、10年間の計画期間でみると、4,689万円  

の営業利益が生じます。 

② 資金の状況 

令和17年度末流動資産の予定額は 23億5,450万円で、流動比率（流動資産/流動負債） 

は4,397％の状況です。 
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第６章 フォローアップ、更新に関する事項 

１、フォローアップ 

進捗状況管理には、水道事業ガイドライン（公益社団法人 日本水道協会）の業務指標

（PI）を活用します。 

経営状況については、第２章７、経営比較分析表を活用した分析により、本組合用水供

給事業の現状や課題を把握し、毎年度事後検証及び評価を行います。 

『計画の策定（Plan）～事業の推進（Do）～達成状況の確認（Check）～改善策の検討

（Action）』のサイクルにより、有効性や課題を確認しながら、本ビジョンの推進、評価、

見直しを進めていきます。 

また、本ビジョン及び主な経営指標の分析結果については、議会へ報告をするとともに

組合ＨＰで公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２、水道事業ビジョン・経営戦略の見直し 

（１）水道事業を取り巻く環境の変化に対応するため、おおむね５年に一度の頻度での見直

しを行います。また、見直し内容は、長期財政計画へ反映していきます。 

（２）本ビジョンの進行状況と実際の業務に大きな隔たりや社会経済情勢の変化により経営

環境に大きな変化が生じた場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

  

 

計画への反映 

 
改善策の検討 

計画の調整・改善 

 
計画の策定 
目標設定 

情報収集・
開示 

 
 

実施計画 
の策定 

 
達成状況の確認 
計画の評価 

Do 
事業の推進 
進捗状況管理 

実施計画の整理 
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----------------------------------------------- 

水道事業ビジョン・経営戦略 

（令和８年度～令和１７年度） 

令和８年２月 

会津若松地方広域市町村圏整備組合  

----------------------------------------------- 

 

 


